
新潟市公告第４５６号                      掲示期間 9.20-9.29 

入  札  公  告

 下記のとおり一般競争入札を行いますので，地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６

号）第１６７条の６及び新潟市契約規則（昭和５９年新潟市規則第２４号）第８条の規定

に基づき公告します。

 令和５年９月２０日

新潟市長  中 原 八 一   

１ 入札に付する事項

（１）品 名 新潟市インターネット仮想化環境・テレワーク

環境統合基盤拡張機器（ロードバランサ）

（２）品質・規格・数量など 仕様書のとおり

（３）契約の条項を示す場所 新潟市財務部契約課

（４）入札日時・場所 令和５年１０月１３日 午後２時３０分

新潟市役所本館２階契約課入札室

（５）履行期限・履行場所 令和５年１２月６日まで

新潟市総務部情報システム課の指定する場所

（新潟市中央区内）

（６）入札保証金 新潟市契約規則第１０条第２号により免除

（７）入札を無効とする場合 新潟市契約規則第１７条第１項の規定に該当す

るときは無効とし，入札者が談合その他不正な

行為をしたと認められる場合はその入札の全部

を無効とします。

（８）入札を中止とする場合 新潟市契約規則第１９条第１項の規定に該当す

る場合には，入札を中止することがあります。

（９）談合情報等により公正な入札が行

われないおそれがあるときの措置

談合情報等により，公正な入札が行われないお

それがあると認められるときは，入札期日を延

期し，または取りやめることがあります。

（１０）契約保証金 新潟市契約規則第３３条及び第３４条の規定に

よります。

（１１）予定価格 公表しません。



（１２）最低制限価格 設けません。

（１３）契約締結について議会の議決を

要するための仮契約

無

（１４）その他特記事項

２ 入札参加資格の要件

 （１） 新潟市内に本社（店），支店または営業所があり，かつ，当該本支店等が本市の

競争入札参加資格者名簿（物品）に登載されている者

（２） 地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

（３） 新潟市競争入札参加有資格業者指名停止等措置要領の規定に基づく指名停止措

置を受けていない者

（４） 新潟市競争入札参加有資格業者指名停止等措置要領の別表第２の９の措置要件

に該当しない者

（５） 仕様書に記載の参考銘柄と同等以上の性能を有する調達を提案する場合，「同等

品申請書」（別紙１）を提出できるものであること。

３ 入札の参加手続

一般競争入札に参加を希望する場合，次により申請してください。なお，入札参

加申請者名は入札終了まで公表しません。

 （１） 提出書類 一般競争入札参加申請書（別記様式第２号） ２部

          同等品申請書（別紙１）※該当する場合  １部

 （２） 提出先  新潟市財務部契約課物品契約係

        〒９５１－８５５０ 新潟市中央区学校町通１番町６０２番地１

        新潟市役所本館２階

        電話  ０２５－２２６－２２１３

        ＦＡＸ ０２５－２２５－３５００  

（３） 提出方法 持参又は郵送

（４） 申請期限 令和５年１０月３日

（５） 受付期間 入札公告の日から申請期限の日の午前９時～午後５時（土・日・祝

日を除く）

４ 質疑書の提出について 

説明会を開催しませんので，質疑事項がある場合は，次により質疑書を提出してくだ

さい。

（１） 様式   別紙様式に準じて作成してください。

（２） 提出期限 令和５年９月２７日



（３） 提出先  ３（２）に同じ

（４） 提出方法 ファクシミリのみとします。

（５） 回答日  令和５年１０月２日まで

（６） 回答方法 個別にファクシミリにて回答するほか，入札控室に掲示及びホーム

ページへ掲載します。

（７） その他  電話での受付は一切行いません。

 質疑書には，正確な番号及び件名を記入してください。また，返信

用ファクシミリ番号を必ず記入してください。

５ 入札時の注意事項

（１） 入札参加申請後に入札を辞退する場合は，書面で届け出てください。

（２） 入札時間に遅れた場合は，入札に参加できません。

（３） 入札場所に入室できるのは，入札参加申請者毎に原則１名とします。

（４） 代理人が入札する場合は，委任状を提出してください。

（５） 落札者の決定に当たっては，入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは，その

端数の金額を切り捨てた金額）をもって落札者の入札価格とします。入札参加申請

者は，消費税にかかる課税業者であるか免税業者であるかを問わず，見積もった契

約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載してください。なお，

入札金額の訂正は無効とします。

（６） 予定価格の制限に達した価格の入札がないときは，再度入札を一回行います。

再度入札の方法については，別途指示します。ただし，初度入札で無効とされた者，

失格となった者及び最低制限価格を設けたときであって最低制限価格未満の入札を

行った者は，再度入札に参加できません。

（７） 予定価格の制限の範囲内で最低の価格を提示した者が２者以上ある場合は，く

じ引きで落札者を決定します。

６ 落札者の決定

落札者が決定したときは，直ちにその旨を落札者に通知するとともに速やかに公表し

ます。

ただし，落札者と決定した者が契約締結までの間に指名停止を受けた場合は，落札決

定を取り消し，仮契約を締結していた場合は，本契約を締結しないものとします。



別記様式第２号

一般競争入札参加申請書

  年  月  日 

（宛先）新潟市長

申請者

郵便番号

所在地

                 商号又は名称

                 代表者氏名                 

（押印不要）

                 担当者

（電話番号                ）

（ＦＡＸ番号               ）

   下記入札の参加資格要件を満たしており，入札に参加したいので，新潟市物品に関

する一般競争入札実施要綱第５条第１項の規定により申請します。

記

公告年月日 令和５年９月２０日

番   号 新潟市公告第４５６号

品   名 新潟市インターネット仮想化環境・テレワーク環境統合基盤拡張機器

（ロードバランサ）



別紙様式

質    疑    書

年   月   日

住 所

商号又は名称

代表者氏名  
（押印不要）

（担当者                 ）

（ＦＡＸ番号               ）

１ 番 号  新潟市公告第４５６号

２ 品 名  新潟市インターネット仮想化環境・テレワーク環境統合基盤拡張機器

（ロードバランサ）

質  疑  事  項



別紙１ 

同等品申請書 

調達物品名：新潟市インターネット仮想化環境・テレワーク環境統合基盤拡張機器 

（ロードバランサ） 

No. 品名 メーカー名・型式 備考 

仕様を満たすことを証明する資料を添え、上記のとおり同等品の認定を申請いたします。 

令和  年  月  日 

住 所  

会 社 名  

代表者名  



仕様書

１ 品名・数量 

  新潟市インターネット仮想化環境・テレワーク環境統合基盤拡張機器

（ロードバランサ） 一式

２ 用途

  新潟市インターネット仮想化環境・テレワーク環境統合基盤に接続し、同基盤上

に構築するグループウェアシステム・メールシステムへのアクセスを制御する。

３ 仕様

  別紙のとおり

４ 参考銘柄（参考構成例）

  別紙のとおり

５ 納入期限 

  令和５年１２月６日まで 

６ 納入場所 

  新潟市総務部情報システム課の指定する場所（新潟市中央区内）

７ 納入方法等 

 搬入に係る運搬費用等は、受託者が負担すること。 

 機器の設定及び設置を含むシステムの構築については、別途構築業務委託契約を

締結して実施するため、本契約内において同作業の実施は不要とする。なお、同業

務受託者からの機器に関する問合せや協議が必要な場合について、相互の連携と協

調を図り円滑に進めること。また、協議内容等は議事録に取りまとめ、新潟市宛て

に書面にて提出すること。 

８ その他 

  契約終了後，この契約に関しての業務評価をします。 

  納品終了後，納品書を提出してください。 

  その他納入者が本調達の過程で必要となる情報は，本市から別途提示します。 

９ 問い合わせ 

  質問は，下記問い合わせ先にファクシミリ又はメールでお願いします。 

  電話での質問はお断りします。 

 新潟市役所契約課 

  ＦＡＸ：025-225 3500 

  メール：keiyaku@city.niigata.lg.jp 
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調達内容・参考銘柄 

新潟市インターネット仮想化環境・テレワーク環境統合基盤に接続し、新潟市グループウ

ェアシステムの負荷分散装置（ロードバランサ）を構成する機器一式の調達を行う。 

機器の一例は以下のとおり。また、必要なケーブル等の付属機器も合わせて用意すること。 

代替品での応札の場合、入札参加申請時に新潟市財務部契約課に性能資料を提出し，審査

を受けること。 

【参考銘柄】 

F5-BIG-LTM-R2600（保守オプション 6年分付） 

１ 負荷分散装置（ロードバランサ）の詳細 

  １）規格・数量 

ロードバランサ 2式 

  ２）ハードウェア要件 

   ・負荷分散時の最大スループットが 20Gbps 以上であること。 

・L7 での負荷分散において、秒間 475,000 リクエストの処理能力があること。 

・SSL アクセラレータ 800TPS 以上、SSL アクセラレーション機能でバルク暗号化が

8Gbps 以上であること。 

・負荷分散機能として、下記のロードバランシング方式を備えること 

 Round Robin (均等)、Ratio (比率)、Least Connections (最小接続)、Fastest (最

速)、Least Sessions (最小セッション) 、Weighted Least Connection (重み付け

最小接続) 、Observed (監視)、Predictive (予測)、Dynamic Ratio (動的比率) 

・以下のプロトコルの振り分けに対応していること 

 http、hppts、pop、pop3、imap、imap4、smtp、smtp587、smtps、TCP5123  

・アプリケーションレベルのヘルスチェックに対応していること。 

・ヘルスチェック機能として、下記のモニタリング方法をサポートすること  

 ICMP、TCP、UDP、Diameter、RADIUS、HTTP、HTTPS、FTP、IMAP、LDAP、MSSQL、MySQL、

NNTP、Oracle、 POP3、PostgreSQL、Real Server、SASP、RPC、SIP、SMB、SOAP、WAP、

WMI、Firepass、DNS 

・セッション維持機能として、IP アドレス情報、HTTP Cookie 情報、HTTP ヘッダ情

報、SSL セッション ID 情報でのパーシステンス機能をサポートしていること。 

・レイヤー7 のデータペイロードの情報をもとにして、トラフィック制御が可能であ

ること。 

・HTTP ヘッダの変更/挿入/削除ができること。 



別紙 
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・HTTP Cookie 暗号化による、なりすまし防御機能を備えること。 

・脆弱性につながる特定の文字列（サーバの情報など）をレスポンスから遮断するリ

ソースクローキング機能を備えること。 

・VLAN ごとにルーティングテーブルや管理ドメインを分割できる機能を備えること。 

・分散対象サーバの IP アドレスに重複があった場合でも、サーバの IP アドレスを

変更することなく、負荷分散処理が可能なこと（ルートドメイン機能）。 

・TLS1.3 にサポートしていること。 

・HTTP/2 に対応し、HTTP/2 ゲートウェイとして動作できること。 

・MQTT3.1、MQTT3.1.1 の IoT プロトコルをサポートし、MQTT メッセージの解析が

できること。 

・コンテンツキャッシュ機能と HTTP 圧縮機能を備えること。 

・システム状態を監視し、特定イベントが発生した場合に、自動的に処理や設定変更

を行う機能を有すること。 

・パケットをミラーリングし、フォレンジック機器等へ実通信と同じパケットを送信

できること。 

・L7(HTTP Cookie 等)の通信状態を冗長構成機器間で同期でき、障害切替時に通信の

引き継ぎが可能であること。 

・負荷分散対象サーバの障害時の Sorry ページ機能を有すること。 

・http request を https へリダイレクト可能であること。 

・NAT 機能を有すること。 

  ３）その他 

・大規模ユーザへの導入実績を有する製品であること。 

・コンソールやケーブル等、本仕様書に記載の無いものであっても構成に必要なもの

は必要数分準備すること。 

・中古品は不可とする。 

２ 故障時等の対応 

・納品日より構築期間及び構築後 6年間のオンサイト対応を含めること。24 時間 365

日の受付及び受付後 6時間以内の対応を原則とするが、軽微な内容については開庁

日（日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律「昭和 23 年法律第 178 号」に規定す

る休日及び 12月 29 日から翌日の 1月 3日までの日は除く。）の対応とする。 

・ハード故障の場合、納品日より構築期間及び構築後 6年間無償で部品交換を行うこ

と。バッテリー、マウス、LAN ケーブルは除く。 

・機器の欠陥により故障、機能停止等の異常が発生した場合は、直ちに機器の交換等

を行い解消すること。当該欠陥が同一仕様の機器にも存在する場合は、該当する全
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ての機器を交換の対象とすること。なお、異常が発生していない機器の予防交換は

含まない。 

・ハードディスクの交換等を行う場合、交換したハードディスクの返却は不要とする

こと。 


